
各務原市集会施設に対する補助金交付要綱 

（昭和５８年７月２２日決裁） 

（趣旨） 

第１条 市は、集会施設（自治会又は区域自治会連合会が所有し、又は主として管理

する集会施設をいう。以下同じ。）の建設促進及び適正な管理を図るため、補助金

を交付するものとし、その交付に関しては、各務原市補助金交付規則（昭和３８年

規則第３４号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助金の性格） 

第２条 この要綱によって交付する補助金は、地域住民の融和を図るための活動拠点

として、集会施設を建設し、購入し、修繕し、又は復旧するための事業に対するも

のとする。 

（事業主体及び範囲） 

第３条 補助事業の事業主体は、自治会又は区域自治会連合会とする。 

（補助対象及び補助率） 

第４条 補助事業に対する補助金は、次のとおりとする。 

区分 補助金額 限度額 

集会施設の新

築、改築、改造

又は増築 

１㎡当たりの建築基準単価に建築延

床面積を乗じて得た額の３分の２以

内の額（１万円未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てる。） 

２，０００万円 

集会施設の購入 既に建築されている建築物を集会施

設として購入した場合の購入費又は

市長が定める基準額により算出した

現存価格のいずれか低い方の額の３

分の２以内の額（１万円未満の端数

が生じた場合は、これを切り捨て

る。） 

２，０００万円 

集会施設の修繕 修繕に要する費用が３０万円を超え

た場合で、その超えた額の２分の１

以内の額（１，０００円未満の端数

が生じた場合は、これを切り捨て

る。） 

１５０万円。ただ

し、修繕に耐震補強

工事が含まれる場合

は、３００万円 

集会施設の災害

復旧 

自然災害による被害を受けた集会施

設の災害復旧に要する費用の３分の

２以内の額（１，０００円未満の端

数が生じた場合は、これを切り捨て

る。）。ただし、災害復旧に要する

４５０万円 



費用が、１００万円を超えるものに

限る。 

備考 

１ この表において「１㎡当たりの建築基準単価」とは、市長が定める基準単価

（実施単価が市長が定める基準単価に満たない場合は、当該実施単価）をい

う。 

２ この表において「自然災害による被害」とは、地震、暴風、豪雨、洪水等の

自然現象により生じた被害であって、集会施設の利用者等に対し危険を及ぼ

すおそれがあるもの又は集会施設の利用に著しい支障があるもので、緊急に

復旧する必要があると市長が認めるものをいう。 

２ 市長は、集会施設を新築し、又は改築する場合で、景観形成に著しく寄与すると

認められるときは、予算の範囲内で補助金を交付することができる。この場合にお

いて、当該補助金は、前項の補助金に加算して交付するものとする。 

３ 同一の事業において、第１項の表に掲げる複数の区分の補助金の交付を受けるこ

とはできない。 

（補助金の申請期限） 

第５条 集会施設の災害復旧に係る補助金の交付を申請しようとする者は、自然災害

による被害を受けた日から起算して１年以内に、その旨を届け出るものとし、当該

届出をした日の属する年度の翌年度（以下この条において「翌年度」という。）の

末日までに申請を行わなければならない。この場合において、当該災害復旧に係る

工事についても、翌年度の末日までに完了する見込みであるものでなければならな

い。 

（補助対象外） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の対象としない。 

（１）市が建設した集会施設 

（２）同一の事業に対し市から他の補助金等の交付を受けた場合 

（３）集会施設に係る造成工事、外構工事及び解体工事 

（４）市から補助金等の交付を受け建設された集会施設で、建設後５年未満で増築

しようとする場合又は建設後２０年未満で全面改築をしようとする場合 

（５）集会施設の改築、改造、増築、購入又は修繕（耐震補強工事が含まれる場合

に限る。）について、当該集会施設が昭和５６年６月１日以降に建築された建



築物と同等の耐震性を有しない場合 

（６）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関係法令等に違反している場

合 

２ 前項第１号、第３号及び第４号の規定にかかわらず、集会施設の災害復旧に係

る事業（市が建設した集会施設の建物本体に係る災害復旧を除く。）については、

補助金の交付の対象とすることができる。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が定

めるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、決裁の日から施行し、昭和５８年４月１日から適用する。 

２ 各務原市広報会集会施設建設事業補助金交付要綱（昭和５７年３月１０日決裁）

は、廃止する。 

附 則（昭和６０年６月７日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（昭和６１年６月２日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（昭和６３年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の別表の規定は、昭和６３年４月１日か

ら適用する。 

附 則（平成２年１１月２１日決裁） 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年４月２４日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成３年４月１日から適用する。 

附 則（平成５年６月１１日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後のコミュニティ活動及び集会施設に対する補助金交付要綱の規定は、この

要綱の施行の日以後に交付の決定を行う申請について適用し、同日前に交付の決定

を行った申請については、なお従前の例による。 

附 則（平成１２年３月３０日決裁） 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 



２ 改正後の集会施設に対する補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に

交付の決定を行う申請について適用し、同日前に交付の決定を行った申請について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成１７年９月１２日決裁） 

１ この要綱は、決裁の日から施行する。 

２ 改正後の集会施設に対する補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に

交付の決定を行う申請について適用し、同日前に交付の決定を行った申請について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年２月４日決裁） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の集会施設に対する補助金交付要綱の規定は、平成２２年度の予算に係る

補助金から適用する。 

附 則（平成２６年３月３１日決裁） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の集会施設に対する補助金交付要綱の規定は、平成２６年度の予算に係る

補助金から適用する。 

   附 則（平成３０年３月３０日決裁） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の各務原市集会施設に対する補助金交付要綱の規定は、この要綱の施行の

日以後に集会施設の災害復旧を実施するもの（平成２９年４月１日以後の自然災害

に起因するものに限る。）から適用する。 

   附 則（令和６年３月２７日決裁） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第４条第１項の表の規定は、この要綱の施行の日以後に集会施設の修繕

又は集会施設の災害復旧を実施するものについて適用し、同日前に集会施設の修繕

又は集会施設の災害復旧を実施したものについては、なお従前の例による。 


